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１ 登録認定番号の付与

認定登録の際、宅地判定士に付与される「認定登録番号」の付番方法については、判

定士の所属・資格要件等を明らかにするため、全国一律に以下のとおりとする。

(1) 認定登録番号は９個の英数字で表すこととし、その各文字の決定は次の手順による。
なお、左から２文字目と３文字目の間は、－（ハイフン）で結ぶ。  
また、判定調整員として認定された者は、前記９文字に続けて「－Ｃ（ハイフン、シ

ー）」を加えることにより区分する。

したがって、要綱に規定はないが、宅地判定士を「判定調整員」として認定したとき

には、認定登録証を新たに交付する必要があるので注意すること。

(2) 各桁の決定方法（左の桁から順に解説する。）
① １文字目、２文字目 ： 認定登録都道府県別

各判定士が認定登録を受けている都道府県をコード番号で表す。  
各都道府県のコード番号決定方法は、「ブロックコード（一文字）＋ブロック内

都道府県コード（一文字）」の合計二文字とする。

ブロックコード ブロック内都道府県コード

北海道東北 ： Ａ 北海道 ： １ 近畿 ： Ｄ 福井 ： １

青森 ： ２ 滋賀 ： ２

岩手 ： ３ 京都 ： ３

宮城 ： ４ 大阪 ： ４

秋田 ： ５ 兵庫 ： ５

山形 ： ６ 奈良 ： ６

福島 ： ７ 和歌山 ： ７

関東甲信越 ： Ｂ 茨城 ： １ 中国四国 ： Ｅ 鳥取 ： １

栃木 ： ２ 島根 ： ２

群馬 ： ３ 岡山 ： ３

埼玉 ： ４ 広島 ： ４

千葉 ： ５ 山口 ： ５

東京 ： ６ 徳島 ： ６

神奈川 ： ７ 香川 ： ７

新潟 ： ８ 愛媛 ： ８

山梨 ： ９ 高知 ： ９

長野 ： ０ 九州沖縄 ： Ｆ 福岡 ： １

中部 ： Ｃ 富山 ： １ 佐賀 ： ２

石川 ： ２ 長崎 ： ３

岐阜 ： ３ 熊本 ： ４

静岡 ： ４ 大分 ： ５

愛知 ： ５ 宮崎 ： ６

三重 ： ６ 鹿児島 ： ７

沖縄 ： ８



② ３文字目、４文字目 ： 認定登録年度別

認定登録を行った年度を西暦下二桁で表す。例えば、今年度（平成１０年度）の

登録者は、「９８」となり、平成１２年度（2000 年度）登録は、「００」となる。
③ ５文字目 ： 資格要件該当別

判定士が認定登録を受けるときに適用された実施要綱の資格要件をコードで表

す。  
実施要綱第６条第２項第１号該当 ： １

実施要綱第６条第２項第２号 ： ２

実施要綱第６条第２項第３号 ： ３

実施要綱第６条第２項第４号 ： ４

④ ６～９文字目 ： 通番

各都道府県別に年度ごとの認定登録順に０００１から００００まで付番する。

一都道府県について、毎年度、資格要件ごとに一万人の付番が可能（全国で毎年

１８８万（４７万×４）人分の番号を使用できる。）な桁数を確保している。

以上の手順による認定登録番号の例は、以下のとおり

平成１０年度中に、資格要件 第６条第２項第２号該当で神奈川県知事の認定登録

を受けた者で９１番目の者は、  
Ｂ７－９８２００９１ となり、

さらに、この者が被災宅地判定調整員の認定を受けると、

Ｂ７－９８２００９１－Ｃ となる。

(3) 認定登録番号は、認定登録の更新申請、認定登録都道府県知事を変更する変更届を行
った場合には、新たな番号を付番し、従前の番号は無効とする。

ただし、更新申請の場合は、従前の番号を新たに付番することは妨げない。

変更届による場合は、(2)②③（＝登録年度）については、従前の番号と同一の文字を
用いる。

(4) 都道府県ごとの付番
都道府県ごと独自に、認定登録番号の前後等に○数字等により付番しようとする場合

は、この要領による９個の英数字とは、はっきりと区別できるようにすること。

認定登録番号の付番は以上の方法によることとし、この方法以外は番号の重複等の混乱

の原因となるので一切行わないこと。

また、この方法によらない付番の事実が確認された場合には、該当する規定番号を付番

した都道府県において、該当する認定登録番号を全てこの方法による番号に変更すること

とする。


